
 

 

 

名古屋柳城女子大学 履修規程 

 

（2020年度以降入学者適用） 

 

 

（趣旨） 

第 1 条 この規程は、名古屋柳城女子大学学則第 8 章に規定する教育課程の履修に関

し必要な事項を定める。 

 

（授業科目） 

第 2 条 授業科目は、こども学部においては教養教育課程、専門教育課程に分けて開

設し、授業科目、単位数、配当年次については、学則別表第 1に示すとおりとする。 

2 前項の科目は、必修科目、選択必修科目、選択科目に分ける。 

 

第 3 条 前条に定める授業科目のほか、学則第 24 条及び 25 条の規定に基づき、教育

上有益と認めるときは、他の大学等の授業科目を履修することができる。 

 

（教職課程） 

第 4 条 教職員免許状の所要資格を得ようとする学生のために、こども学部に教職課

程を置く。 

2 前項の資格を得ようとする学生は、教育職員免許法及び同法施行規則の定めるとこ

ろに従い、所定の授業科目を履修し、必要単位を修得しなければならない。 

 

（資格等の課程） 

第 5 条 保育士資格を得ようとする学生のために、こども学部に児童福祉法及び同法

施行規則並びに指定保育士養成施設の指定及び運営の基準に定める教育課程を置く。 

2 前項の資格を得ようとする学生は、児童福祉法及び同法施行規則並びに指定保育士養

成施設の指定及び運営の基準の定めるところに従い、所定の授業科目を履修し、必要単

位を修得しなければならない。 

 

（学修成果の評価） 

第 6 条 学業成績を総合的に判断する指標として Grade Point Average（以下「GPA」

という。）を用いる。 

2 GPAの取扱いに関し、必要な事項は別に定める。 

 

（卒業の要件） 

第 7 条 学生は、4 年以上在学し、学則別表第 1 に示す授業科目から、全ての必修科

目を含み、教養教育課程から 38 単位以上、専門教育課程から 86 単位以上、合計 124 単位

以上を修得するものとする。 

2 卒業に必要な修得単位数は、次のとおりとする。 

科目区分 必修 選択必修 選択 計 

教
養
教
育
課
程 

基幹科目 8 単位 － 

4 単位以上 38 単位以上 

教養科目 － 18 単位以上 

外国語科目 － 4 単位以上 

ICT・研究支援

科目 
4 単位 － 



専
門
教
育
課
程 

専門基幹科目 12 単位 － 

28 単位以上 86 単位以上 

専門発展科目 15 単位 

3 単位以上 1) 

3 単位以上 2) 

（計 6単位以上） 

専門技能科目 － － 

専門実習科目 3 単位 － 

専門演習・研究

科目 
22 単位 － 

合 計 124単位以上 

1）次の授業科目より 3単位以上 

「幼児と健康」「幼児と人間関係」「幼児と言葉」「幼児と環境」「幼児と表現」 

2）次の授業科目より 3単位以上 

「保育内容指導法 総論」「保育内容指導法 健康」「保育内容指導法 人間関係」「保育内

容指導法 言葉」「保育内容指導法 環境」「保育内容指導法 表現」 

 

（授業時間数） 

第 8 条 授業時間は、1 日 5 時限制とし、別に定める時間のとおりとする。 

2 授業時間は、1 時限を 90 分とし、授業科目の単位の算定にあたってはこれを 2 時

間とみなす。 

 

（授業科目と単位数） 

第 9 条 授業科目と単位数は、学則第 23条の定めるところによる。 

2 1単位当たりの学修時間は、次の基準による。 

授業の形態 授業における学修時間 授業外における学修時間 1 単位当たりの学修時間計 

講義 15時間 30時間 

45時間 
演習 

15時間 30時間 

30時間 15時間 

実験・実習・

実技 

30時間 15時間 

45時間 0時間 

3  一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち 2 以上の方法の

併用により行う場合は、前項に規定する基準を考慮し学長が定める授業の時間をもって

1単位とする。 

 

（履修方法） 

第 10 条 授業科目は、配当された年次において履修するものとする。ただし、配当年

次以上の年次において履修することを妨げない。 

2 すでに単位を修得した授業科目は重ねて履修できない。 

 

（編入学生の履修方法に関する特例） 

第 11 条 編入学生については、編入した年次の学科学生に該当する履修規程及び教育

課程を適用する。 

 

（履修登録） 

第 12 条 学生は、学年の始めの定められた期間に、履修しようとする授業科目を登録

するものとする。 

2 履修登録をしていない授業科目は、成績評価及び単位認定を行わない。 

3 履修登録後、所定の期間に限り、履修登録の変更及び取消をすることができる。定



められた期間以外での変更は原則として認めない。 

4 一部授業科目について、授業の形態や教室の設備等により、履修者数の制限を設け

ることがある。この場合、抽選等の方法で受講者を選定する。 

5 一部授業科目について、前提となる科目の単位修得を履修の条件として設定することが

ある。 

6 一部授業科目について、履修者に求められる成績水準を、GPA を用いて設定するこ

とがある。 

 

（実習科目の履修要件） 

第 13条 実習科目の履修要件は別に定める。 

 

（履修科目登録単位数の上限） 

第 14 条 学生の適切な学修時間を確保するため、各学期に履修科目として登録するこ

とができる単位数は、原則として 24単位を上限とする。 

2 前項に規定する上限単位数には、不定期に開設する授業科目の単位を含まないもの

とする。 

3 年度末の累積 GPA が 3.0 以上の場合は、原則として翌年度の履修登録単位数の上

限を 4 単位相当引き上げる。  

4 編入学による学生、その他学長が相当の理由があると認めた者は、第 1 項の規定を

適用しない。 
 

（授業の不開講） 

第 15 条 卒業・資格に関わる必修科目を除き、履修登録者数が 3 名以下の場合は、原

則開講しない。 

 

（単位の認定） 

第 16 条 単位は、学期又は学年の終わりに行う試験において、合格と判定された場合

に認定する。 

 

（合格判定基準） 

第 17条 合否判定基準は、次の基準による。 

成績 評価基準 評価 

Ｓ 100点～90点 

合格 
Ａ  89点～80点 

Ｂ  79点～70点 

Ｃ  69点～60点 

Ｄ  59点～ 0点 不合格 

2 Ｓ評価は成績上位 10％程度を目安とする。 

3 原則として GPA値 1.5以上を卒業判定の基準として用いる。 

 

（試験の方法） 

第 18 条 試験は、学期又は学年の終わりに行う。ただし、必要がある場合には、随時

に試験を行うことができる。 

2 前項の試験のほか、論文又はレポートなどをもって試験に代えることができる。 

 

（受験資格） 

第 19条 次の各号の一に該当する場合は、受験資格を失う。 

（1）当該授業科目の欠課が授業時間数の 3 分の 1 を超えたとき 



（2）学納金が未納のとき 

 

（定期試験） 

第 20条  定期試験は、次の各号により行う。 

（1）試験時間は、原則として一授業科目 60分とする。 

（2）試験開始後 20 分を経過した入室は認めない。 

（3）試験開始後 30 分を経過するまで退室を認めない。 

（4）受験するときは、学生証を所持しなければならない。 

 

（追試験） 

第 21 条 試験当日、次に掲げる事由により受験が不可能になった者は、当該試験終了

後１週間以内に所定の願い出により、追試験を受けることができる。 

（1）天災地変で受験不可能となったとき 

（2）公共交通機関の不通又は遅延で受験不可能となったとき 

（3）病気・事故・怪我で受験不可能となったとき 

（4）公欠として認められる理由による場合又は認められたとき 

（5）その他学長が認めたとき 

2 追試験の評価は、第 17条の基準による。 

3 願い出に不備はあるが、やむを得ないと判断した者の合格した科目の評価は、「Ｃ」

（60点）とする。 

 

（再試験） 

第 22 条 定期試験において、不合格と判断された授業科目がある場合は、所定の願い

出により、再試験を受けることができる。 

2 再試験により合格した科目の評価は、「Ｃ」（60点）とする。 

3 定められた期間内に手続きを完了していない者の受験は認めない。 

4 追試験及び再試験は、大学が指定する日時及び方法により、1 回に限り実施する。 

5 前項の規定にかかわらず、前条第 1 項の各号の一に該当し受験不可能となった者に

ついて、学長が相当の理由があると認めた場合は、追試験・再試験を別の日に実施する

ことができる。 

 

（不正行為） 

第 23 条 受験者が不正行為を行った場合は、当該科目を不合格とする。また、それ以

降の受験資格を無効とする。 

 

(成績不振の学生に対する学修指導) 

第 24 条 病気その他やむを得ない事情がないにもかかわらず、学修状況が著しく不良

の者には、成績不振の学修指導を行う。 

2 学期ごとの修得単位が 10単位未満、かつ累積 GPAが 1.0未満の学生については、保

護者を交えて指導を行い、学修意欲が認められない場合は、退学勧告を行うことがある。

ただし、病気その他やむを得ない事由による場合は、この限りでない。 

 

（再履修） 

第 25 条 前期又は前年度までに単位を修得できなかった授業科目について、後期又は

後年度において再び履修して単位を修得することができる。 

 

（卒業論文の提出） 

第 26条 卒業論文は、指定された期日までに教務課へ提出しなければならない。 

2 提出された卒業論文は、別に定める方法で審査に付し、成績評価を行う。 



 

（9月卒業） 

第 27条 9月末日において、所定の在学期間を満たし、第 7条に定める卒業に必要な修

得単位数の要件を満たした者は、9月に卒業することができる。 

2 前項により 9月に卒業を希望する者は、所定の期日までに教務課へ願い出なければな

らない。 

 

 

附則 この規程は、2020年 4月 1日から施行する。 

 


